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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書
面）への記載を省略しております。

第38期定時株主総会招集に際しての
電子提供措置事項

事業報告
業務の適正を確保するための体制
および当該体制の運用状況
連結計算書類
連 結 注 記 表
計算書類
個 別 注 記 表

（2022年4月1日～2023年3月31日）

株式会社ゼネテック
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は、業務の適正を確保するための体制を整備するため、取締役会決議によって
「内部統制システムに関する基本方針」を定めております。概要は以下のとおりであり
ます。

内部統制システムに関する基本方針
　当社は内部統制システムに関する基本方針をつぎのとおり定め、この基本方針に基づく
内部統制システムの整備・運用状況を評価し、必要な是正措置を実施するとともに、この
基本方針についても経済環境等の変化に対して適宜見直しをおこない、実効性のある内部
統制システムの構築に努める。

⑴取締役および使用人の業務執行が法令および定款に適合することその他業務の適正
を確保するための体制
①取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
a．当社は、行動憲章を定め、すべての役員（監査等委員でない取締役（以下、取
締役という。）、監査等委員である取締役（以下、監査等委員という。））お
よび従業員（正社員、契約社員、協力会社社員その他当社の業務に従事するす
べての者）が職務を執行するにあたっての基本方針とする。

b．取締役は、重大な法令違反その他法令および社内規程の違反に重要な事実を発
見した場合には、ただちに監査等委員会に報告するとともに、遅滞なく取締役
会に報告する。

c．コンプライアンス経営および法令遵守の観点から、管理部門は弁護士、公認会
計士、税理士等の社外専門家の意見を適宜聴取するとともに、日常発生する諸
問題に関して助言と指導を受けられる体制の構築に努める。

d．当社代表取締役社長直轄の内部監査室を設け、内部監査室長を監査責任者とし
て当社グループを対象とした内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長お
よび監査等委員会ならびに関係部門に適宜報告する。

e．法令違反や不正行為等の発生、またはその虞のある状況を発見した場合には、
相談や通報を受け付けるグループ内部通報窓口を社外に設置するとともに、通
報者に対する不利益な取扱いを禁止する。

f．財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令に基づ
き、有効かつ適切な内部統制の整備運用体制の構築に努めるとともに、その体
制について適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正措置をおこな
う。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
a．株主総会議事録、取締役会議事録、事業運営上の重要事項に関する稟議書類な
ど取締役の職務の執行に必要な文書は、法令および社内規程に基づき書面また
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は電磁的媒体に記録し、適切に保管管理するとともに、必要に応じて取締役お
よび選定監査等委員が閲覧可能な状態を維持する。

b．当社の業務にかかわるすべての役員・従業員が継続的な情報セキュリティ対策
を推進するため、情報セキュリティ基本方針を定め、情報セキュリティマネジ
メントシステムの継続的な改善に取り組む。

c．取締役および使用人の職務に関する文書、帳票類等については、適用ある法令
および文書管理規程に基づき適切に作成、保管、管理する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a．リスク管理規程を定め、当社グループとして一貫した方針のもとに効率的かつ
統合的なリスク管理をおこなう。

b．事業部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべき
リスクを選定したうえで具体的な対応方針および対策を決定し、適切にリスク
管理をおこなう。

c．管理部門は、その担当業務に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべき
リスクを選定したうえで具体的な対応方針および対策を決定し、リスク管理を
適切におこなうとともに、担当事項に関して事業部門および子会社がおこなう
リスク管理を横断的に支援する。

d．事業部門および管理部門は、自部門の業務の適正または効率的な遂行を阻害す
るリスクを洗い出し、適切にリスク管理をおこなう。

e．リスク管理委員会は、リスク管理に関する重要な事項を審議するとともに、当
社のリスク管理の実施について監督する。

④取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
当社は、取締役会を原則として1か月以内に１回開催するとともに、必要に応じて
適宜臨時に開催し、法令または定款に定める事項および経営上の重要事項の決
定、ならびに各取締役の職務執行状況の監督等をおこなう。

⑤当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体
制
a．関係会社管理規程に基づき、子会社の経営内容を的確に把握するため、重要な
事項については当社取締役会の承認を得るとともに、定期または臨時に内部監
査をおこない、その結果を社長に報告する。

b．必要に応じて子会社に役員・社員を派遣し、経営の健全化、業務の効率化に努
める。
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⑵監査等委員会監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
①監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項
監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会
は監査等委員会の同意を得て補助使用人を置く。

②前項の使用人の取締役からの独立および監査等委員会の当該使用人に対する指示
の実効性確保に関する事項
a．補助使用人は、監査等委員会の指揮命令に従い、その職務の遂行にあたる。
b．補助使用人に対する人事異動・人事評価・懲戒処分等については、監査等委員
会の同意を得る。

③監査等委員会への報告に関する事項
a．当社は、監査等委員会が選定する監査等委員からの要請がある場合には、ただ
ちに関係書類・資料等を提出する。

b．当社グループの役員および従業員は、監査等委員会が選定する監査等委員から
職務執行に関する事項について報告を求められたときは、的確かつ速やかに対
応する。

c．内部監査室長は、内部監査、内部統制評価、その他当社グループにおけるコン
プライアンス上の重要な情報について、遅滞なく監査等委員会に報告する。

④監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制
当社は、監査等委員会への報告をおこなった当社グループの従業員に対して、当
該報告をしたことを理由として不利な取扱いを禁止するとともに、その旨を当社
グループの従業員に周知徹底する。
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⑤監査等委員会の職務の執行について生じる費用等の処理に係る方針に関する事項
a．当社は、監査等委員会の通常の業務執行の範囲で生じる費用に関して予算を計
上し、経費支出をおこなう。

b．前号以外で、監査等委員会がその職務の執行について当社に費用の前払いまた
は償還等を請求したときは、監査等委員会の職務の執行に必要でないと証明し
た場合を除き、すみやかに当該費用または債務を処理する。

⑥その他監査等委員会の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
a．内部監査室長は、各事業年度の内部監査計画について監査等委員会と協議する
とともに、内部監査結果等について協議および意見交換するなど密接な情報交
換および連携をはかる。

b．監査等委員会は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計
士、税理士、コンサルタントその他外部専門家を独自に起用することができ
る。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に

基づき、以下の具体的な取り組みをおこなっております。
⑴当社は、企業が永続的に存立していくには、コンプライアンスの徹底が必要かつ不
可欠であると認識しており、役員および従業員を含めた行動規範として「行動憲
章」と「コンプライアンス管理規程」を制定し、コンプライアンス体制の充実と強
化をはかっております。

⑵使用人による職務の執行が、法令および社内規程に違反することなく、適切かつ合
理的におこなわれているかを調査・検証するため、通常の業務執行から独立した社
長直轄の内部監査室を設置し、内部監査担当者１名により内部監査計画に基づき内
部監査を実施しております。

⑶監査等委員は、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の業務執行および経営の
適正性を監査しております。監査等委員と内部監査部門の間で適時に情報共有の場
を設けており、相互連携の強化に努めております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 ４社
・連結子会社の名称 アプリハウス株式会社

株式会社バート
株式会社TOPWELL
ログイン株式会社

株式会社TOPWELLは、2022年12月14日付でその全株式を取得したことによ
り、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

ログイン株式会社は、2023年１月31日付でその全株式を取得したことにより、
当連結会計年度より連結の範囲に含めております。なお、2023年３月31日をみな
し取得日としたため、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しておりま
す。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
 連結子会社のうち、ログイン株式会社の決算日は6月30日であります。連結計算書
類の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮計算を行った計算書類を
基礎としております。
 なお、当連結会計年度において、株式会社バートの決算日を９月30日から３月31日
に変更しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産
・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）
・原材料、仕掛品 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備は定額法
によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物   ３年～15年
車両運搬具     ６年
工具、器具及び備品 ２年～20年
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。
・市場販売用のソフトウエア 見込販売数量に基づく償却額と見込販売可

能期間（３年）に基づく均等配分額とを比
較し、いずれか大きい額を償却する方法に
よっております。

・クラウドサービス・ソフトウエア 定額法によっております。
・商標権 定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与支給に充てるため、賞与支給見込
額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上して
おります。

ハ．受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計
年度末において損失が見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積ることが可能なものにつき、翌連結会計年
度以降の損失見込額を計上しております。
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④ 収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のと

おりであります。なお、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１年以内に回収し
ているため、重大な金融要素の調整は行っておりません。

イ．デジタルソリューション事業
デジタルソリューション事業では、主に組込みシステムに係るソフトウェアの

受託開発およびハードウエアの受託開発を行っております。当該取引は、プロジ
ェクトの進捗に応じて顧客に成果が移転し、一定期間にわたり履行義務を充足す
ることから、その進捗度に応じて収益を認識しております。

当社グループは、全ての案件について、将来の発生原価を合理的に見積ってプ
ロジェクトの採算管理を実施しており、労働時間の集計及び材料費等から算定し
た既発生コストと見積総コストとの比率で進捗度を見積ることが可能でありま
す。

ただし、工期がごく短い場合には代替的取扱いを適用し、完全に履行義務を充
足した時点で収益を認識しております。

ロ．エンジニアリングソリューション事業
エンジニアリングソリューション事業では、主にソフトウェアに係るライセン

ス販売を行っております。当該取引は、通常、ソフトウェアの機能は既に確定し
ているため、顧客がソフトウェアを使用することができる状態となった時点で当
該ソフトウェア製品等に対する支配が移転し、履行義務が充足されると判断して
いることから、当該時点で収益を認識しております。

ハ．ココダヨ事業
ココダヨ事業では、主に「ココダヨ」アプリによる顧客への災害時位置情報自

動通信サービスを行っております。このアプリ運用サービスから生じる履行義務
は、サービスが提供される時間の経過に応じて充足されると判断しており、契約
において約束されたサービスの支配が顧客に移転するにつれて収益を認識してお
ります。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

 従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

ロ．のれんの償却に関する事項
 のれんの償却については、個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で
均等償却しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021
年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首
から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ
ととしております。これによる当連結会計年度に係る連結計算書類への影響はありま
せん。
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３．会計上の見積りに関する注記
イ．のれんの評価
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 706,386千円

なお、当連結会計年度において、株式会社TOPWELLの株式取得に関連して、の
れんが510,637千円発生し、ログイン株式会社の株式取得に関連して、のれんが
46,844千円発生しております。

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれんの回収可能性があるかどうかの判定にあたり、のれんを含む資金生成単位

における割引前将来キャッシュ・フローを算定しております。
割引前将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画における主要な見積り・仮

定は、将来の不確実な経営環境の変化等により、回収可能性の判断に重要な影響を
与える可能性があります。

ロ．進捗度に応じた収益認識
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した契約資産の金額 311,088千円
⑵ 金額の算出方法

 履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間に
わたり算出しております。

⑶ 金額の算出に用いた主要な仮定
 履行義務の充足に係る進捗度の適正な見積りに当たっては、原価総額の見積額に
対する実際原価の割合により測定し、それに基づいて収益を認識しております。
 原価総額の見積りの結果、将来の損失の発生が見込まれ、損失金額を合理的に見
積ることができる場合には、損失見込額を受注損失引当金として計上することとし
ております。

⑷ 翌年度の連結計算書類に与える影響
 当連結会計年度末において将来の損失の発生が見込まれる契約資産はありませ
ん。しかしながら、当該時点では想定できなかった事態等の発生により損失が発生
する可能性があります。

ハ．受注損失引当金
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した受注損失引当金の金額 855千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
 顧客により受注済の案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以
降に損失の発生が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なもの
については、将来の損失に備えるため翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失
額を受注損失引当金として計上しております。
 受注損失引当金の見積りにおいては、契約毎にプロジェクトの進行を通じてリス
ク管理を行い、見積受託開発総額が請負金額を上回ると予想される場合は、引当が
必要になります。
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現金及び預金（定期預金） 19,654千円
計 19,654千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 176,112千円

普通株式 3,881,000株

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年５月16日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 37,488 10.0 2022年３月31日 2022年６月14日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年５月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 37,848 10.0 2023年３月31日 2023年６月16日

普通株式 88,000株

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

なお、これに対する担保に係る債務はありません。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度になるもの

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

－ 10 －
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６．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
 当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発
行）を調達しております。一時的な余資は、定期預金、定期積金の安全性の高い金
融資産で運用しており、また、運転資金を主に銀行借入により調達しております。
 デリバティブ取引については、「経理規程」に従い、リスクヘッジを目的とし、
投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
 営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債及び未収入金は、顧客の信用リス
クに晒されております。
 敷金及び保証金は、主に本社及び各事業所の賃借に伴うものであり、差入先の信
用リスクに晒されております。
 営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
 一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。
 借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長
で５年であります。このうち、変動金利によるものは、金利変動リスクに晒されて
おります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
 当社は、「債権管理規程」に従い、営業債権について、各事業本部が主要な取引
先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと
もに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連
結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っておりま
す。また、敷金及び保証金については、信用度の高い企業と契約を結ぶことでリス
クの軽減を図っております。
市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
 外貨建ての買掛金については、短期間で決済することにより為替変動リスクを低
減するとともに、為替予約等によるリスクヘッジを適宜検討しております。
 借入金について、変動金利によるものは借入期間を短期間に設定することにより
金利変動リスクを低減しております。なお、為替予約の実施、借入の実行は、経理
規程、為替リスク管理規程に定める手続きを経ることにより、そのリスクの検討が
行われます。
資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
 当社は、各部門からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連
結子会社においても、同様の管理を行っております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

敷 金 及 び 保 証 金 75,571 72,711 △2,859

資 産 計 75,571 72,711 △2,859
長期借入金（１年内返済予
定 を 含 む ） 476,086 468,460 △7,625

負 債 計 476,086 468,460 △7,625

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

受 取 手 形 674 － － －

売 掛 金 1,178,472

電 子 記 録 債 権 73,490 － － －

未 収 入 金 5,802 － － －

敷 金 及 び 保 証 金 33 503 75,035 －

合計 1,258,473 503 75,035 －

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を
織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
 2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手
形、売掛金、電子記録債権、未収入金、買掛金、未払金及び未払法人税等は短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
 連結貸借対照表における敷金及び保証金の金額と以下の表における連結貸借対照
表計上額との差額は、当連結会計年度末における敷金及び保証金の回収が最終的に
見込めないと認められる金額（賃借建物に係る原状回復費用見込額）の未償却残高
であります。
                                単位：千円

(注)1．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

－ 12 －



2023/05/26 17:35:57 / 22946769_株式会社ゼネテック_招集通知

連結注記表、個別注記表

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 500,000 － － － － －

長期借入金 79,668 81,576 81,096 92,384 88,415 52,947

合計  579,668 81,576 81,096 92,384 88,415 52,947

 2．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応
じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に
おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債
に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ
ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定し
た時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した
時価

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最
も低いレベルに時価を分類しております。

資 産
敷金及び保証金

 敷金及び保証金の時価は、返還予定時期に基づき、将来回収が見込まれる金
額から将来発生が予想される原状回復費用を控除した上で、一定の期間ごとに
分類し、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現
在価値によっております。

負 債 
長期借入金（１年内返済予定を含む）

 長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 13 －
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デジタル
ソリューショ

ン事業

エンジニアリ
ングソリュー
ション事業

ココダヨ
事業 合計

一定の期間にわたって
認識する収益 613,452 － 405,828 1,019,281

一時点で認識する収益 3,182,471 1,662,406 － 4,844,878
顧客との契約から生じ
る収益 3,795,924 1,662,406 405,828 5,864,159

外部顧客への売上高 3,795,924 1,662,406 405,828 5,864,159

７．収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

収益認識の時期別及び契約形態別に分解した金額は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
 「１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (3) 会
計方針に関する事項 ④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等
 契約資産は、主に請負契約によるデジタルソリューション事業において、進捗度の
測定に基づいて認識した収益にかかる未請求売掛金であります。契約資産は、顧客の
検収時に売上債権へ振替えられます。
 契約資産及び契約負債の残高は、「連結貸借対照表」に記載のとおりであります。
② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引が
ないため、残存履行義務に配分した取引価格の注記を省略しております。

－ 14 －
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８．企業結合に関する注記
取得による企業結合
株式会社TOPWELL

⑴ 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社TOPWELL
事業の内容：PLM製品販売及び導入コンサルティング、製造業エンジニアリング領
域向けDX支援

② 企業結合を行った主な理由
 製造業における重要なプロセスであるエンジニアリングチェーンへの対応力を強化
し、PLM（製品ライフサイクル管理）ソフトウェアの導入コンサルティング事業促進
のためであります。
③ 結合日

2022年12月14日
④ 企業結合の法的形式

現金による株式取得
⑤ 結合後企業の名称

名称変更の予定はありません。
⑥ 取得する議決権比率

100％
⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
 当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

⑵ 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
 2023年1月1日から2023年3月31日まで

⑶ 取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
 取得に伴い支出した現金        547,030千円
 取得原価               547,030千円

⑷ 主要な取得関連費用の内容及び金額
 アドバイザリーに対する報酬・手数料  31,281千円

⑸ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

510,637千円
② 発生原因
 今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力により発生したものでありま
す。
③ 償却方法及び償却期間

11年間にわたる均等償却

－ 15 －
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流動資産 107,067千円
固定資産 22,397千円
資産合計 129,464千円
流動負債 29,670千円
固定負債 63,401千円
負債合計 93,071千円

⑹ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

ログイン株式会社
⑴ 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：ログイン株式会社
事業の内容：   システム受託開発、技術者派遣、SES（システムエンジニアリ

ングサービス）
② 企業結合を行った主な理由
 デジタルソリューション事業における即戦力となる人材の獲得とログイン株式会社
が本社を置く大阪を中心とした関西エリアにおける顧客基盤強化のためであります。
③ 結合日

2023年１月31日
④ 企業結合の法的形式

現金による株式取得
⑤ 結合後企業の名称

名称変更の予定はありません。
⑥ 取得する議決権比率

100％
⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
 当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

⑵ 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
 2023年３月31日をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており
ます。

⑶ 取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
 取得に伴い支出した現金          10,000千円
 取得原価                 10,000千円

⑷ 主要な取得関連費用の内容及び金額
 アドバイザリーに対する報酬・手数料  27,500千円
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流動資産 76,805千円
固定資産 13,020千円
資産合計 89,825千円
流動負債 31,550千円
固定負債 95,119千円
負債合計 126,669千円

⑴ １株当たりの純資産額 492円85銭
⑵ １株当たりの当期純利益 6円30銭

⑸ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

46,844千円
② 発生原因
 今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力により発生したものでありま
す。
③ 償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却
⑹ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
 該当事項はありません。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品、仕掛品、貯蔵品 商品は主として移動平均法に基づく原価法、それ以外は個

別法に基づく原価法
（いずれも貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備は定額法、その他は定率法によって
おります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。
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・市場販売用のソフトウエア 見込販売数量に基づく償却額と見込販売可
能期間（３年）に基づく均等配分額とを比
較し、いずれか大きい額を償却する方法に
よっております。

・クラウドサービス・ソフトウエア 定額法によっております。
・商標権 定額法によっております。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に充てるため、賞与支給見込額
のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。

③ 受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末
において損失が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見
積ることが可能なものにつき、翌事業年度以降の損失見
込額を計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給引当金及び退職
給費用の計算に、退職給付費用に係る期末自己都合要支
給を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して
おります。
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⑷ 収益及び費用の計上基準
 主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のと
おりであります。なお、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１年以内に回収し
ているため、重大な金融要素の調整は行っておりません。
イ．デジタルソリューション事業

 デジタルソリューション事業の中心である組込みシステムに係るソフトウェアの
受託開発およびハードウエアの受託開発の契約については、プロジェクトの進捗に
応じて顧客に成果が移転し、一定期間にわたり履行義務を充足することから、その
進捗に応じて収益を認識しております。
 当社グループは、全ての案件について、将来の発生原価を合理的に見積ってプロ
ジェクトの採算管理を実施しており、労働時間の集計及び材料費等から算定した既
発生コストと見積総コストとの比率で進捗度を見積ることが可能であります。
 ただし、工期がごく短い場合には代替的取扱いを適用し、完全に履行義務を充足
した時点で収益を認識しております。

ロ．エンジニアリングソリューション事業
 エンジニアリングソリューション事業は、主にソフトウェアに係るライセンス販
売を事業の中心としております。当該取引は、通常、ソフトウェアの機能は既に確
定しているため、 顧客がソフトウェアを使用することができる状態となった時点で
当該ソフトウェア製品等に対する支配が移転し、履行義務が充足されると判断して
いることから、当該時点で収益を認識しております。

ハ．ココダヨ事業
 ココダヨ事業は、主に「ココダヨ」アプリにより顧客に災害時位置情報自動通知
サービスを提供しております。このアプリ運用サービスから生じる履行義務は、サ
ービスが提供される時間の経過に応じて充足されると判断しており、契約において
約束されたサービスの支配が顧客に移転するにつれて収益を認識しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年
６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用
し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしておりま
す。これによる当事業年度に係る計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
イ．進捗度に応じた収益認識
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した契約資産の金額    311,088千円
⑵ 金額の算出方法

 履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわ
たり算出しております。

⑶ 金額の算出に用いた主要な仮定
 履行義務の充足に係る進捗度の適正な見積りに当たっては、原価総額の見積額に対
する実際原価の割合により測定し、それに基づいて収益を認識しております。
 原価総額の見積りの結果、将来の損失の発生が見込まれ、損失金額を合理的に見積
ることができる場合には、損失見込額を受注損失引当金として計上することとしてお
ります。

⑷ 翌年度の計算書類に与える影響
 当事業年度末において将来の損失の発生が見込まれる契約資産はありません。しか
しながら、当該時点では想定できなかった事態等の発生により損失が発生する可能性
があります。

ロ．受注損失引当金
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した受注損失引当金の金額    855千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

 顧客により受注済の案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌事業年度以降に損
失の発生が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて
は、将来の損失に備えるため翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を受注損失引
当金として計上しております。
 受注損失引当金の見積りにおいては、契約毎にプロジェクトの進行を通じてリスク
管理を行い、見積受託開発総額が請負金額を上回ると予想される場合は、引当が必要
になります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 171,478千円

 短期金銭債権 14,489千円
 短期金銭債務 1,540千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 106,823千円
営業取引以外の取引高

その他の営業外収益 42,300千円

４．貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５．損益計算書に関する注記
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普通株式 3,881,000株

普通株式 96,158株

決議 株式の種類 配当の原資 配当の総額
（千円）

１株当たり
配当額
(円）

基準日 効力発生日

2022年５月16日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 37,488 10.0 2022年３月31日 2022年６月14日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当の総額
(千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 37,848 10.0 2023年３月31日 2023年６月16日

普通株式 88,000株

６．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度の末日における発行済株式の種類及び数

⑵ 自己株式の種類及び総数に関する事項
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度にな
るもの

⑷ 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。）の目的となる株式の種類及び数
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繰延税金資産
賞与引当金 76,553千円
未払社会保険料 11,559千円
退職給付引当金 109,147千円
株式報酬費用 7,329千円
未払事業税 5,060千円
ゴルフ会員権 6,390千円
その他 12,472千円

繰延税金資産小計 228,511千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △10,452千円
繰延税金資産合計 218,059千円
繰延税金資産の純額 218,059千円

種類 氏名 議決権等の所有
（被所有）割合(%) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末
残高

役員 上野 憲二
（被所有）
  直接   9.7
  間接  36.0

代表取締役社長
社長執行役員

金銭報酬債権の
現物出資（注） 13,124 － －

⑴ １株当たりの純資産額 508円43銭
⑵ １株当たりの当期純利益 23円53銭

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

8．関連当事者との取引に関する注記
 役員及び個人主要株主等

（注）譲渡制限付株式報酬制度に伴う金銭報酬債権の現物出資であります。

9．収益認識に関する注記
　連結注記表「７．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
 該当事項はありません。
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